
全 住 協 第１１０号 

令和２年６月３０日 

 

会 員 各 位 

 

一般社団法人 全国住宅産業協会 

事 務 局 長 米 山 篤 史 

 

令和２年度第２次補正予算を踏まえた建設業者及び建設関連事業者向けの 

支援策について（参考） 

 

国土交通省から標記についての周知依頼がありましたのでお知らせします。詳細は別添

資料をご参照ください。 

 

記 

 

１．通知等資料 (1) ＜主な民間発注者団体の長 宛＞令和２年度第２次補正予算を踏ま

えた建設業者及び建設関連事業者向けの支援策について（参考）

(令和２年６月２２日 事務連絡) 

        (2) (別添１)＜建設業者団体の長 宛＞令和２年度第２次補正予算を 

踏まえた建設業者向けの支援策について(令和２年６月１９日 事務

連絡) 

        (3) (別添２)＜建設関連業団体の長 宛＞令和２年度第２次補正予算を

踏まえた建設関連事業者向けの支援策について(令和２年６月１９日  

事務連絡) 

        (4) (別紙１)＜新型コロナウイルス対策＞建設業関係支援策①～④ 

                (5) (別紙２)雇用調整助成金及び持続化給付金の活用について(令和２年

６月１９日現在) 

        (6) (別紙１)＜新型コロナウイルス対策＞建設関連業関係支援策①～④ 

        (7) (別添１～３３)参考資料 

        ※(4)～(7)は全住協ＨＰに掲載 

          http://www.zenjukyo.jp/new_info/gyosei/data/200616COVID-19.pdf  

 

 

２．参 考 Ｈ Ｐ (1) 新型コロナウイルス感染症対策(国土交通省)                   

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000181.html 

        (2)新型コロナウイルス感染症に関する行政等からの関連情報まとめ(全住協ＨＰ)  

http://www.zenjukyo.jp/new_info/entry.php?id=10743 

 

３．問 合 せ 先  (一社)全国住宅産業協会 担当 米山 

        ＴＥＬ ０３－３５１１－０６１１ 

   以 上  

http://www.zenjukyo.jp/new_info/gyosei/data/200616COVID-19.pdf
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000181.html
http://www.zenjukyo.jp/new_info/entry.php?id=10743


事務 連絡

令和2 年6 月2  2 日

主な民間発注# 団体の長殿

国土交通省±地・建設産業局建設業課畏

令和2 年度第2 次補正予算を踏まえた

建設業者及び建設関連業者向けの支援策について（参考）

施工中の工事及び業務における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止措置等

につきましては、「新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言の解除後における

 工事及び業務の対応について」（令和2 年5 月2 5  θ付け事務連絡) 等を送付させてい

ただいたところです。

このたび、令和2 年6 月1 2 日に令和2 年度第2 次補正予算が成立したことを踏ま

え、別添1 . 2 のとおり、建設業者及び建設関連業者向けの支援策一覧並びに各支援

策の概要をまとめ、建設業者団体及び建設関連業団体宛てに周知しておりますので、

参考送付いたします.

また、r ( 団体におかれては、以上の取組等についてご理解をお願いするとともに、

傘下の会員企業等へ周知をお頼いいたします。



【別添1 】

事務 連絡

令和2 年6 月1 9 日

建設業者団体の長宛て

国土交通省土地・建設産業局建設業課長

建設市場整備課長

令和2 年度第2 次補正予算を踏まえた建設業者向けの支援策について

新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けて、建設業においては、「3 つの密」対

策等に取り組んでいただいているところです。

引き続き、困難な状況にある国民・事業者の方々をしっかりと支え、雇用と事業

と生活を守り抜くとともに、次なる流行のおそれに万全の備えを固めていく観点か

ら、令和2 年度1 次補正予算を強化するため，財政支出約7  3 兆円、事業規模約1

1 7 兆円の令和2 年度第2 次補正予算が令和2 年6 月1 2 日に成立いたしました。

本年5 月1 日に、令和2 年度第1 次補正予算に係る建設業者向けの支援策一覧及び

各支援策の概要を送付したところですが、今般の令・和2 年度第2 次補正予算の成立を

踏まえ、建設業者向けの支援策一覧及び各支援策の概要を別紙1 のとおり、特に雇用

調整助成金及び持続化給付金の活用について別紙の2 のとおりまとめております。雇

用調整助成金については、中小企業の助成率の上限が1 0 / 1 0 に引き上げられ、対応期

間が9 月末まで延長されたほか、上限額が1 5 , 0 0 0 円に引き上げられております。

貴職におかれましては、傘下の建設業者等に当該取組について周知を徹底していた

だきますようお願いいたします，

以上



【別添2 】

事務 連絡

令和2 年6 月1 9 日

建設関連業団体の長あて

国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課長

令和2 年度第2 次補正予算を踏まえた建設関連業者向けの支援策について

新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けて、建設関連業においては、「3 つの密」

対策等に取り組んでいただいているところです。

引き続き、困難な状況にある国民・事業者の方々をしっかりと支え、雇用と事業と

生活を守り抜くとともに、次なる流行のおそれに万全の備えを固めていく観点から、

令和2 年度1 次補正予算を強化するため、財政支出約7  3 兆| 」k 事業規模約1 1 7 兆

円の令和2 年度第2 次補正予算が令和2 年6 月1 2 日に成立いたしました。

今般の令和2 年度第2 次補正予算の成立を踏まえ、建設関連業者向けの支援策一1 E

及び各支援策の概要を別紙1 のとおり、持に雇用調整助成金及び持続化給付金の活用

について別紙の2 のとおりまとめております。雇用調整助成金については、中小企業

の助成率の上限が1 0 / 1 0 に引き上げられ、対応期間が9 月末まで延長されたほか、上

限額1 5 , 0 0 0  f ' 1 ] に引き上げられております。

貴職におかれましては、傘下の建設関連業者等に当該取組について周知を徹底して

いただきますようお願いいたします。

以上



【新型コロナウイルス対策】建設業関係支援策①（二次補正後) 別紙1 -  国土交通胃
  p £ ロニ年 6  q  1 2 一u . 丁 じ' ：し1  し1 1 1 2 ,  ーー]

. ・- ・' ふせ

ベ曲みW 卜- * ^  ) - 、

建設業向け金融事業[ 別添①、②]

〇地域建設業経営強化融資制度
・公共工事請負代金債権を譲渡担保とすることで融資を受けられますn

また、エ奉の出来高を超えた分の融資について保証会社による保証が受けら
れるようになります。

◦ 下請債権保全支援事業

・下請企業が元請企業に対して有する工事請負代金等の債権の支払をファクタ

リ>  ク' ' 会社が保証します。また、一部のファクタリング会社は手形の買い取りに

も対応しており、早期^ 資金j 匕することが可能となります。

  無利子・無担保融資[ 別添⑥~ ⑪] ※2 次補正措藍あり

〇日本政策金融公庫及び沖縄公庫による新型コロナウイルス感染症特別貸付

・信ーー^ 担保に依ら律金利とし、融資後の3 年聞圭でQ J % の金利引き下げを実
i 。据置期間は最長5 年。
〇商工中金による危機対応融資

・商工組合中央金庫が、新型コロナウイルス感染症による影響を受け業況が悪化した
事業者に対し、危機対応融資による資金繰り支援を実施。

◦ マル経融資の金利引下げ（新型コロナウイルス対策マル経）

・商工会議所・商工会・都道府県商工会連合会の経営指導員による経営指導を受けた
小規模事業者に対して、日本政策金融公庫等が無担保・> 一保一証人で融資を行う制度。

< 金融支援事業について〉h n o s > : / / w w w . k e n s e t b u . k i k i n . o r . i u / s a i m u / i f i d e x  h t F i i f

支援内容一覧[ 別添③]

セーフティーネット保証4 号・5 号の対象拡大[ 別添④]

・売上高が前年同月比点？¢ ) % 以上（4 号）、A S % 以上（5 号) 減少等の経営の安定

1 _ こ支障が4 して_ い一る一中一小企業一者は，信用保証協会など} こよ一る保一証( ※）を受ける

ことができます。

( ※）一般保証とは別枠（2 . 8 億円）で、4 号1 0 0 °ん5 号8 0 % 保証

4 号保証【地域指定】・・・3 / 2 3 に4 7 都道府品く指定
5 号保証【業種指定】ー・・5 / 1 より全業種が指定

◦ 特別利子補給制度

・日本政策金融公庫等の「新型コロナウイルス感染症特別貸付」、「新型コロナウイルス

対策マル経融資」等もしくは商工中金等による「危機対応融資」にi り借入を行った中
小企業者等のうち、売上高が急減した事業者などに対して、利子補給を実施。

B 本公庫等の既往債務の借換[ 別添⑲] ※2 次補正措置ぁり

・日本政策金融公庫等の新型コロナウイルス感染症特別貸付や商工中金等の危機対
応融資について、各機関毎に、既往債務の借換も可能とし、実質無利子化の対象。

小規模企業共済制度の特例緊急経営安定貸付等[ 別添⑬]

・（独）中小企業基盤整備機構が経営の安定を図るための事業資金を貸付ける制度、
貸付利率の無利子化、据置期間の設定、償還期間の延長などの貸付要件が緩和。

緊急保証制度の適用[ 別添⑤] 経曾セーフティ共済の特例措置[ 別添⑭】

・セーフティネット保証とはさらに別枠( 2 . 弓億金里・ー重を対象| ; 一1 Q 0 %

保証を受けることができます。

セーフティネット保証枠と併せて最大5 . 6 憶円の信用保証別枠の確保が可能

民間金融機関における実貿無利子・無担保融資[ 別添⑥]

- 都道府県等による制度融資を活用して、民間金融機関にも実貫無利子・無

担保・据置最大5 年・保証料減免の融資を拡大。さらに、信用保証付き既往債
務も制度融資を活用した実質無利子融資に借換可能。

< 対象要件>  セーフティネット保証4 号・5 号・危機関連保証恐適用要件上連
動し一た売上高等の減少を満t せは二」探証料補助一と利子補_ 給を実施。

2 次補正で利子上限額か引き上げ

セーフティーネット貸付の要件編和[ 別添⑦]

・ー時的に資金繰りに著しい支障を来している等の要件を満たす中小企業者
は、日本政策金融公庫などによる融資を受けることができます。

・取引先の倒産時に、無担保・無保証人で掛金の最高1 0 倍まで借入れできる制度。

D B  J ・商工中金による危機対応融資[ 別添⑮]

・業況が悪化した事業者に対し、危機対応業務による資金繰り支援を実施。

中小企業向け資本性資金供給・資本増強支援事業[ 別添⑯] 規一:
・キャッシュフローが不足するスタートアップ企業や一時的に財務状況が悪化し企業再

建に取り組む持続可能な企業に対して、民間金融機関や投資家からの円滑な金融支

援を促しつつ、事業の成長・継続を支援

個人向け緊急小口資金等の特例[ 別添⑰]

・給付対象者：一時的な資金が必要な方¢ 主に休業された方）が対象

・貸付上限：学校休業、個人事業主等の場合、2 0 万円以内（その他、1 0 万円以内)
・償還期限: 2 年以内 ・貸付利子: 無利子



【新型コロナウイルス対策】建設業関係支援策②（二次補正後)
  国土交通省
  令- W  2 年& 月1 ? 日1 6 . C l ◦ 時点 i

つ& ・ V ・: r

  一' : [ 一:  一]
細税の猶9 の特例【国税・地方税】[ 別添⑯]

・2 月以降、売上が減少（前年同月比点？。% 以上）したすべての事業者に

ついて、無担保かつ延滞税なしで納税が猶一予されます。
・法人税や消費税固定M B 税など！基基的にすべての税が対象。

    ! 金夕歷し還付[ 別添⑲] I
・資本金1 億円以下の中小企業は、前年度黒字で今年度赤字の場合一、前年
度一に納付した法人税の一部還付を受け一ることができ一ま一す。
- 今般、本制度の適用対象を、資本金W 億円以下の中堅企業にも拡大。

r 固定資産税等の軽減[ 別添⑳] 一
- 中小企業・小規模事業者の税負担を軽減のため、事業童の保有す一る一設備立建物等の

迎! 年度位届定資産税及び都一市計画税乞一奉劃以の減少幅に応じ、ゼロまt は1 Z

   ? とします。ー   ー

  I 車易課税型ゆ狸:  1  す，H 添， i
・影響による被害を受けたことにより、簡易課税制i の適用を受ける（又はやめる）必要
が生じた場合、税務署長の承認を受けることにより、その被害を受けた課税期間から、

簡易課税制度の適用を受ける（又はやめる）ことができます〇
云特例として、課税i 間の開始後であっても選択が可能。

  < 税制関係特例について〉| ? U p a : 〃w w w  m o f . g . o o o l i c v / k e i z a i t a i s a k u  h i m l

雇用調整助成金（緊急雇用安定助成金）

  [ 別添㉒- 1 ] ( 詳細は[ 別添㉒_ 2 ] > I 一一|

・経済上の理由により事業活動の縮小を余儀な くされた事業主が、労働者に対

して一時的に休業、教育訓練又は出向を行k i t 労抛者迫雇用維持を匡ヒた揚
合匕」木J t e S M の二部を助成するもの。今般、助一成一内容・対象が大l u 一緩和。
・助成内容・対象

> 休業手当に対する助成率を引き上げ（中小企業4 / 5 、大企業2 / 3 )

> 解雇等行わない場合、助成率の上乗せ0 1 小企業1 0 / 1 0 」大企業3 / 4 )
  > 雇用保険被保険者でない労働者の休業も対象 など

・受給專件

> ・支限度日数は通常1 年間で1 0 0 日までであるが、緊急対応期間（4 / 1 ~

[ ^ / 3 0 ) | は、年間支給限度日数とは別に本助成金が利用可能
> 生産指標の要件を緩和

ン事業所設置後1 年未満も対象など

・主な2 次楠正拡充内容

・上限額がi 人I 日当たり1 万5 0 0 0 円まて拡充、出向期間の条件が緩和

・上記赤枠部| : 解雇等を行わない中小企業の助成率の拡充、対応期間延長'

※学生アルバイトなど、雇用保険被保険者以外の方に対する休業手当も、「緊
急雇用安定助成金」の支給対象となります、詳細は下記参照ください。

< 雇用調整助成金について〉i m p s . 〃w w w . n i h l w . g o  i p / s t f ハ) | & s s l 叩1  2 0 2 0 0 5 0 6 1 0 3 0  0 0 0 0 4  h t m 一|

小学校休業等対応助成金[ 別添㉓]

・小学校等の臨時休業等に伴い、その小学校等に通う子どもの世話が必要な、

  ① 労働者( 保護者) に対一し、有給一( 賃金金額支給) の休暇を取得させた事業主に助成
  ② 委託を受けて個人で仕事をする方（保護者）に対し就業できなかった日について支援

の2 禎類あり。
・給付額

  ① 【事業主向け】

有給休暇を取一得一U t ニーM 象労働者H t 賃 く相当額一U P Z 1 D
※支給上限は1 日あたり8 . 3 3 0 円（令和2 年4 月1 日以降取得の休暇分は1 5 . 0 0 0 円）

  ② 【個人向け】

就業できなかった日について、1 日あたり4 , 1 0 0 円定額

※令和2 年4 月1 日以降の一一、」B 一あたり一7 , 迎0 円定額

・給付対象者

  ① 【事業主向け】子ども（※）の世話を保護者として行う必要となった労働者に対し・労基法

   ±の年次有給休一暇と一は一s u n 給一体服を一取一得させた事業主 _ "
  ② 【個人向け】子ども（※）の世話を行う必要となった傑一護者で二定一の要件( 個人で就業予
  定^ 一業務委託契約蔓に基づき報酬が支払われている) を満たす方 一
( ※) A : 臨時休業等した小学校等に通う子ども

B : 感染などにより休む必要がある子ども

< 小字校休業等対応助成金| こついて〉h t r p s . / / w w w . m H w  g c H D / c o n t e n t / 1 0 9 0 0 U O O / U O O G 2 5 G S 8  祉f



【新型コロナウイルス対策】建設業関係支援策③
   1 - ・・ぐ> I I  1 1 1 1 ・バ^ ! >  画| | 国 i  一" ・・" ・ー* ' < w ^ w ^ ^ w n ^ T T T V M ・・・. よ・汽・・^ ―一 1  1  一 旧・・・M ^ ^ ^ B a D f c ^ w ^ p g ^ M U L _ w ・ーt i n g

( 二次補正後)
  国土一^ & 釜'

給付金関係

  家賃支援給付金（仮称）の創設[ 別添㉕] 新規持続化給付金[ 別添㉞1 ]
( 詳細は、中小法人等向け[ 別添㉑・2 】、個人事業者等向け[ 別添㉑- 3 ] )

・特に大きな影響を受けている事業者に対して、事業の継続を支え、再起の糧となる、

事業全般に広く使える給付金を支給。

・給付額

・法人は一2 一2 0 万円、個人事業者等はH 万0  ( 昨年1 年間の売上からの減少分を上限)

・給付対象者
・新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が全年問月比で5 0 % 以上減少

  ； < 計算方法〉 ；
；前年の総売上（事業収入）一（前年同月比▲5 0 % 月の売上> < 1 2 か月）i

・事業収入を得ている中一堅企業、中小企業、小規模事業者、フリーランスを含む個人事

業者等、その他各種法人等

< 持統化給付金について> l U t n ぐ/ / w w w . n i e u  にo  i r ）/ ( 〇v i d - 1 9 / i i z 〇k u k a - k v t j f u k i n  h t . m I

  新型コロナウイルス感染症対応 r — I

  休業支援金特別定額給付金（仮称) 醐L
- 新型コロナウイルス感染症等の影響により事業主が休業させ、休業期間中に休業手

当を受けることができなかった被保険者に対し、新型コロナウイルス感染症対応休業支

援金を支給する事業を実施。

・給付額

中小企業の被保険者に対し休業前賃金の8 0 % ( 月額上限3 3 万円）を休業実績に応じて

支給

人: - なお、本給付金等に係る雇用イ呆険法の臨時特例等に関する法律案が成立した

ところてはありますか、詳細な内容はまた公表されておりませんので、

破日更新されましたりこ菓内いたします

法某については. 下・記泰照くたさい

h t  て o s : / / w w w . r n h l w . g  o  j p /  c o  n t e n t / 0 0 0 6 3 7 6 7 0 . p d f

・5 月の緊急事態宣言の延畏等により、売上の急減に直面する事業者の事業継

続を下支えするため、地代・家貢( 貨料) の負担を軽減する一ことを目的一として、テ
ナント事業者に対して「家賈支援給付金」を支給。

・給付対象者

・テナーンh * 塞者のうち、中堅企業、中小企業、小規模事業者、個人事業者等で
あって、を±U 且において以下のいずれかに該当する者

  ① いずれか! ^ 月の売上高が前年同月比で印? 一: 減少
  ② 連続する月の売上高が前年同期比で3 一^ 以上減少

・給付額・給付率

- 申請時の直近の支払賃料（月額) に基づいて算出される給付額（月額) を基に、

6 力月分の給付額に相当する額を支給。

―法人は最大6 0 0 万円・個人事業者は・大3 0 0 万円

  < 法人事業者: 1 力月あたり月額〉 < 個人事業者: 1 力月あたり月額〉

く特別家賃支援給付金について> h t t p s  / / w w w  m e t i . Q O . i o / c o v i d  1 9 / o d l 7 D a r n D h l e t . D d f

特別定額給付金[ 別添⑳]

・給付額

・給付射象者！人にフき1 0 万円
・給付対象者

・基準日（令和2 年4 月2 7 日）において住民基本台帳に記録されている者

※收入によ§条件は一あーリーません。
< 特別定額給付金について〉h t t p s  / / w w w  k y u f u k i n スo u m u . 叫リp



【新型コロナウイルス対策】建設業関係支援策④（二次補正後)
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  生産性革革命推進事業による r — -

事業再開支援パッケージ[ 別添㉗]

働き方改革推進支援助成金[ 別添㉙]

・新たにテレワークを導入した中小企業事業主等に対して、テk ーワーーク

思通j t 機器の麗と等一に係る経費にフいて助成。
- 「通常枠」に加え、新型コロナの影響を乗り越えるために前向きな投資を行う事業者を対象に

「特別枠」を設け、事業再開を強力に後押しするため、「事業再開支援バッケージ」として鯉別
ガイドライし/ 等に基づいて行う取組への支援を拡充。

補助上限・補助率 通常枠 特別枠( 類型A ) 特別枠( 類型B 又はC )

持続化補助金

( 販路開拓等）

5 0 万円・2 / 3 1 0 0 万円・2 / 3 1 0 0 万円

[ 寨業再間枠1 5 0 万円・定額じ0 / 1 0 ) ※

ものづぐリ補助金

( 設備導入）

1 , 0 0 0 万円-

1 / 2 ( 小規模2 / 3 )

1 , 0 0 0 万円・2 / 3 1 , 0 0 0 万円・泌

【事業再開枠1 5 0 万円・定額（1 0 / 1 0 )

1 丁導入補助金

( I T 導入）
4 5 0  万円・1 / 2 4 5 0 万円・2 / 3 4 5 0 万円・泌

※事業再開枠の補助額は、総補助額の2 分の1 以下であること

- 【事業再開の枠の対象】

' 業種別ガイドライン等に基づく、以下の感染防止対策

!  ・消毒、マスク、清掃

S  ・飛沫防止対策（アクリル板・透明ビニルシート等）
. 言引蒲

!  ・その他衛生管理（クリーニング、使い捨てアメニティ用

! 品、サーモカメラ、キーレスシステム等）

ぃ掲示・アナウンス（従業員・顧客に感染防止を呼びか

1 けるもの）

【特別枠の申謂要件】

補助経費の1 / 6 以上が、下記のいずれかに合致
する取組であること

類型A : サプライチェーンの毀損への対応

( 例）部品調達困難による部品内製化

類型B : 非対面型ビジネスモデルへの転換

( 例）自動精算機・キャッシュレス決済導入

類型C : テレワーク援埴の整備

( 例）W E B 会議システム等の導入

< 中小機構・生産性革命推進事業ボータルサイト> 一s m ' i . a o . i r > /

厚生年金保険料等の猶予制度[ 別添㉘]

・厚生年金保険料等を一時に納付することにより、事業の継続等を困難にするおそれがあるな

どの一定の要件に該当するときは、換価ーーそヌJ ±納付の猶予が認められる場台があります。

ン猶予された金額を猶予期間中に各月に分割して納付することになります。

ン財産の差押えや換価( 売却等現金化）が猶予されます。

> 猶予期間中の延滞金が一部免除されます。

・また、国民健康保険一、後期高齢一者医療一制度及一び介護保険の保険粧( 税) 一に一ついて、特別な理
由がある者については、条例等の定めるところにより、保険一者の一判断で、徴収猶i を行一うーニーとが

丑能。

中小企業強靭化対策事業[ 別添㉚]

・中小・小規模事業者に対して、感染症対策を始めとする自然災害等への

事前一対一策L こ一係る「皇業> 続カー強北一計一画」を含むB C 一P の策定を支援。

> 新型コロナウイルス感染症を含む自然災害等へ備えるための「事業継
続力強化計画」の策定を支援

> 認定を受けた事業者は、税制優遇や金融支援などを受けることが可能
く事業継続力強化計画について〉

i n t p s ：/ / w w w  c h u s h o  m e じ g o . i D / k e i e i / a n t e i / b o u s a i / k e i z o k i H v o k u  h u n

ジ' ! ・コ| r  I .
  € 圭負福^ 拡充・延長[ 別添㉑] !

・中小企業・小規模事業者が新たに投資した設備については、自治体

の定める条例に沿って、投資後雄一® 固定實産税が減免一( 鉛されま
すが、本特例の適用対象に、事一業用家屋・と・築物を追加するとともに、
2 0 2 1 年3 月末までとなってい名適用期限が2 年間延長。

※通常、評価額の1 . 4 % のところ、投資後3 年間、ゼロ/ 2 軽減
( 軽減率は、各自治体によって異なります）

| 中小企業経営強化税制の拡充, 運j j の弾力化[ 別添㉜] |
- 新型コロナの拡大により顕i 化した社会的課題に対応する非対面・非
接触ビジネスを促進するため、中小企業経営強化税制に新たな類型を
追加。

- 事業プロセスの①遠隔操作、②可視化、③一自動制御化を一可能とする設
備投資| こ一対し一即鹿償却また一は7 % の税額控除を認める。一
※一本特例. ¢ 適用一| m 営力i 上計画の認定を受一け一る必要

・また、設備取得一から経営力向上計画の一申請( 受理) までの期間が6 0 日
を超過する場合でっても、令和2 年9 月3 0 日までの期間は申請を受理

   t ることします一。： ー ー
く経営力向上計画について〉h t t r ）s : / / w w w  c h u s h o  f n e t i  g u . m / k ^ i e i / k y o k a /

  H 翻鵬m 婢® ユ那臟ー i
・中小企業は、3 0 万円未満のテレワーク用設備（パソコンやソフトウェア）

について、全額損金算入することが可能。

参考：支援策パンフレット（中小企業庁）（全体版）h t t p s : / / w w w . m e t i . f i Q . i p / c o v i d - 1 9 / p d f / p a m p h l e t . p d f

https://www.meti.fiQ.ip/covid-19/pdf/pamphlet.pdf


別紙2

雇用調整助成金及び持続化給付金の活用について

( 6 月1 9 日現在）

※5 月1 日からの主な変更点に: E 踵

雇用調整助成金

◦ 雇用調整助成金（新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例）

h t t o s :  w w w 川h l w . g 0 . 1 0  s t f  s e i s a k u n i t s u i t e  b u n y a  k 〇' / o u  r 〇u d o し|  k 〇ゾ〇し|  k y u f u k i n  o a g e L 0 7 . h t m l

◦ 今般の新型コロナウイルス感染症により影響を受ける事業主を支援するため、事業活動の

縮小を余儀なくされだ事業主を対象に雇用調整助成金の特例措置の更なる拡大が行われてお

ります。

・休業手当に苅する助成率の引き上げ（中小企業4 / 5 、大企業2 / 3 )

. 解雇等を行わず、雇用を維持している揚合の助成率の引き上げ( 中小企業1 0 / 1 〇、

大企業3 / 4 )

※ただし、1 人1 日当たり雇用保険基本手当日額の最高額1 5 , 〇〇〇円（令和2 年6 月1 5

日時点）を上限額とする

・教育訓練を実施した場合の加算額の引き上げ（中小企業2 , 4 0 0 円、大企業1 , 8 0 0 円）等

※システムの不具呂| こより、「雇用調堅助成金等オンライン受付システム」は受付を¢ 亭止してお

ります. ：（6 月1 5 日現在）

申謂をお急ぎの場合は、お手数をお掛けいたしますが、那送又は廣寄りの助成金センター又は

八ローワークにご提出下さい，

h n o s :  v w w v . m N w . . e o . i D  s t r s & s a k u n i t s u i t e  b u n y a  k o y o u  r o u d o u  k o y o u  k y u f u k m  p a g e L 0 7 . h t m !

◦ 雇用調整助成金の具体的な申請手続等については、以下の資料をご参照ください。

・雇用調整助成金ガイドフック（簡易版）（6 月1 2 日現在）

h t t o s ・ . / \ / \ / \ ^ \ / \ / 川卜| \ ^ . . £ ^ . ^ .  c o n t e n t  0 0 0 りd 6 7 2 1 . c d f

< 支給対象となる事業主〉P . 3 ~

※有給休暇は対象外となります。

※前年同期や前々年同期1 ヶ月と比較できない又は比較しても指標が5 % 以上減少せ

ず、要件を満たさない場合は、計画届を提出する月の前年同月から計画届を提出月の

前々月までの間の適当な1 ヶ月との比較が可能となります。

< 支給の対象となる期間と日数> R 5 ~

< 支給対象となる休業〉P . 6 ~

< 追加支給〉P . 7 ~

〇6 月1 2 日付の特例措置に上り、助成金の「上限額の引き上げ」と「助成率の拡充」を

令和2 年4 月1 日から過用するだめ、既に支給決定を行っている事業主などに対して、

追加の助成額を支給。

士支給申請済で支給未決定の事業主：追加支給の手続きは不要。差額（追加支給分）も含

めて支給。

②すでに支給決定されだ事業主：追加支給の手続きは不要。すでに支給した額との差額は

和2 年7 月以降に支給。



③支給申請済の事業主で、過去の休業手当を見直し、従業員に対し、追加で休業手当の増額

分を支給しだ事業主：追加支給の手続きが必要。令和2 年9 月3 〇日までに、「再申請書

( 様式）」「支給要件確認申立書（様式）」「支給決定通知書の写

し」、「増額した休業手当・霞金の額が分かる書類」、「休業させ

た日や時間が分かる書類（対象労働者を増やしだ場合）」を提出。

く支給申請に必要な書類〉R 9

< 申請のための具体的な記載例〉P . 1 2 ~

・動画による紹介

h t t D S : . ' / w w w , y 〇u t u b e . c 〇m  w a t c h ? v ニヒU f B v F \ / l 7 a s  側編）

h t t D S ノ/ \ / w v w . y Q u t u b e . c o m  w a t c h ? v = X V c f L h V m h 3 〇( 後編）

・雇用調整助成金F A Q  ( 5 月2 9 日現在版）

h t t o s :  / w w w . m h l w . g o . i D  c o n t e n t  〇〇〇6 3 5 7 2 3 . 0 d f

・お問い合わせ窓ロー覧

h t t i o s :  w w w . m h l w . g o . i c )  s t f  n e v v c i a g e 一1 〇7 〇2 , h t m j

◦ 事業の継続のためにも雇用の維持が重要ですので、雇用調整助成金を活用して、雇用の維

持に努めて頂くようお願い致します。

◦ なお、解雇して失業給付を受けた方が従業員にとってメリットがあるという判断をしだ他

業種の事業者があるとの報道もありますが、

・従業員は、休業の場合は休業手当、解雇された揚合は雇用保険の基本手当を受けることに

なりますが、休業手当は「休業前3 か月の平均舅金」を、雇用保険の基本手当は「離職前

6 か月の平均賃金」を基礎として算定され、足下の業績悪化の賃金への影響の程度や個々

の従業員の年齢や収入等によるだめ、雇用保険の基本手当を受ける方従業員にとってメ

リットがあるという判断は必ずしも正しくありません。

- 解雇の場合、国民健康保険・国民年金加入に伴う手続上の負担の発生ゆ、将来受給できる

報酬比例部分の年金額の減少など、解雇にともないデメリットが生じることもあります. ，

また、雇用保険の基本手当の受給を目的として再雇用を前提としだ解雇を行う揚合は、支

給対象とならないおそれもあります。

・解雇については、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当と認められない揚合に

は、解雇が照効になることとされているほか、やむを得ず解雇をする揚合であっても、原

則として、少なくとも3 ◦ 日前に解雇の予告をするか、解雇予告手当（3 〇日分以上の平均

賃金）友支・1 ：/ 、う; - とが必惡です。

・このだめ、まずは、雇用調整助成金を活用し、雇用継続の努力が十分になされることが大

変重要です。



持続化給付金

〇新型コロナウイルス感染症の拡大により、特に大きな影響を受ける事業者に苅して、事業

の継続を下支えし、再起の糧として頂くだめ、事業全般に広く使える持続化給付金/ ^ 創設さ

れ、本給付金は元請・下請の別なく、まだ、一人親方を含む個人事業者も対象となります。

< 給付額〉法人2 0 0 万円、個人事業者1 0 〇万円

< 支給対象>

・新型コロナウイルス感染症の拡大影響等により、前年同月比（※）で事業収入が5 〇% 以

上減少している者

( ※）対象月は、2 〇2 〇年1 月から申請する月の前月までの間で、前年同月比で事業収

入が5 〇% 以上減少した月のうち、ひと月を申請者が任意に選択できます。

( ※）月当たりの収入の変動が大きい事業者については、少なくとも2 〇2 〇年の任意の1

か月を含む連続しだ3 か月（苅象期間）の事業収入の合計が、前年同期間の3 ヴ月

の事業収入の合計と比べて5 0 % 以上減少していること等を条件とする特例を使

用することが可能。

詳細( こついては、

・中小法人は次頁に記載する『持続化給付金申請要領中小法人等向け

( 速報版）（5 月9 日現在）』P . 2 7 ~ 2 8

・個人事業者は『持続化給付金申請要領個人事業者等向け（速報版）

( 5 月9 日現在）1 P . 3  1

をご参照下さい。

( ※）持続化給付金ホームページのダウンロード画面掲載のエクセルにて、給付頷算定

シミュレーシヨンが可能です。

h t t p s : .  w w w . i i z 〇k u k a _ k y u f しl . i d  d 〇w n ! 〇a d s

・資本金1 0 億円以上の大企業を除き、中堅企業、中小企業、小規模事業者、一人親方を含

む個人事業者を広く苅蒙

◦ 経済産業省は、5 月1 日（金曜日）より、「持続化給付金」の申請受付を開始しましだ。

「持続化給付金」の事務局ホー△ベージから、申請いただけます。

h t t D S ： .  w w w . m e t i 只o . i p  p r e s s  2 0 2 0  〇5  2 0 2 0 0 5 0 1  0 〇3  2 〇2 〇〇5 〇1  0 〇3 . h t m l

持続化給付金のホー△ページで電子申請をすると、事務局で申請内容を確認し通常2 週間

程度で入金されます。

h t t i o s :  w w w . i i z o k u k a - k y u f u . i D

※給付金の申請期間は令和2 年5 月1 日（金）から令和3 年1 月1 5 日（金）までとなります。

電子申請の送信完了の締め切りが、令和3 年1 月1 5 日（金）の2 4 時までとなります。

◦ まだ、経済産業省・中小企業庁は、4 月2 7 日（月）に持続化給付金の申請要領等〔速報

版）を公表しました。本動画では、申請要領（速報版）に記載している内容のうろ、申請

方法の流れ，につ| ^ て解説しております。

h t t o s :  m i r a s a . t J 〇- D l し| s . s o . i D  i n f o m a t i o n  5 3 6 4



・持続化給付金申請要領中小法人等向け（速報版）（5 月9 日現在）

h U o s :  . ' w w w . m e t i . g o . i D  c o v i c 卜1  9  j p d f . ・ k y u f u k i n  . c h u s h o . t o d f

く概略（申請の流れ等）〉P . 3 ~

く申請フォームに入力する情報（例）〉R 4

売上情報

・対象月の属する事業年度の直前の事業年度の年間事業収入

( 2 〇1 9 年度か2 0 1 8 年度の金額）

・決算月（1 月~ 1 2 月）

・苅象月の月間事業収入（2 〇2 ◦ 年度の売上減少月の収入）

・直前の事業年度対象月の月間事業収入

添付書類

  ① 確定申告書別表1 の控え（1 枚）及び法人事業概況説明書の控え（2 枚）の計3 枚

※確定申告書別表一の控えには収受日付印か1 押されていること

  ② 対象月の月間事業収入がわかるもの

※売上台帳、帳面その他の苅象月の属する事業年度の確定申告の基礎となる書

類を原則とする

< 支給対象者・不給付要件〉P . 6

※申請時に休業中の場合でも、事業を再開する意思があれば給付対象となる。

< 申請期間・方法>  P .  7

< 給付額の算出例〉P . 9 ~

< 申請の入力情報、添付書類等〉P . 1 3 -

< 申請の后めの具体的な記載例> P . 1 4 ~



・持続化給付金申請要領個人事業者等向け〔速報版）（5 月1 日現在）

h t t o s ・ ’w v v w . m e t i . g o . i D  c 〇v i c 卜1 9  〇d f  k y u f u k i n 一k o i i n  t o d f

< 概略（申請の流れ等）〉P . 3 ~

< 申請フオー△に入力する情報（例）> P 4 .

売上情報

・2 〇1 9 年の年間事業収入

・対象月の月間事業収入（2 0 2 ◦ 年の売上減少額の金額）

・2 〇1 9 年の対象月と同月の月間事業売上

- * 【申謂金額】（二給付見込額）は自動計算されます

添付資料

  ① - 1 青色申告の揚合計3 枚（a のみ1 枚も可）

  ( a ) 2 0 1 9 年分の確定申告書第一表の控え（1 枚）

 及び

  ( b ) 所得税青色申告決算書の控え（2 枚）

※( a のみを提出する揚合は、P 1 0 を要確認）

( r - 2  白色申告の揚合計1 枚

2 0 1 9 年分の確定申告書第一表の控え（1 枚）

※確定申告書第一表の控には収受日付印が押されていること

  ② 対象月の月間事業収入がわかるもの（2 〇2 〇年〇月と明確に記載されている）

※売上台帳、帳面その他の2 〇2 〇年分の確定申告の基礎となる書類を原則とする

< 支給対象者・不給付要件〉P . 6

※申請時に休業中の揚合でも、事業を再開する意思があれば給付対象となる。

< 申請期間・方法> P . 7

< 給付額の算出例>  P .  9  ~

G ) - 1 青色申告の揚合

前年同月比で売上が5 〇% 以上減少している月の月間事業收入を比較する。

※ただし、青色申告を行っている者で、

  ① 所得税青色申告決算を提出しない者（任意）

  ② 所得税青色申告決算書に月間事業収入の記載がない者

  ③ 相当の事由により当該書類を提出できない者

は、白色申告を行っている者等と同様、2 0 1 9 年の月平均の事業収入と対象

月の月間事業収入を比較する。

①・- 2  白色申告の揚合

前年度の月平均の事業収入（年間事業収入の平均+ 1 2 月）と、収入額が5 0 % 以

上減少した月の月間事業吸入を比較する。

く申請の入力情報、添付書類等〉P . 1 3 ~

く申請のだめの具体的な記載例〉P . 1 4 ~



【新型コロナウイルス対策】建設関連業関係支援策①（二次補正後)
国土交通省

バ: > ^ ど' 以一なに,

無利子・無担保融資[ 別添⑧~ ⑪]

別紙1

※2 次補正措置あり

【参考】前払金

測量、地質調査その他の調査や設計のうち、直接工事に関係するもの等の要件を満たす業

務については、業務の着手資金を確保し、資金調達に係る金利負担を軽減、資金繰りを軽
減するため、請負代価の一定割合について前払金を受けることができます。

h t t / / w w w . k e n s e t s u - k j k i n  o r , | □/ s a i m u / | n d e x . h t m l

支援内容一覧[ 別添③]

セーフティーネット保証4 号・5 号の対象拡大[ 別添④]

・売上高が前年同月比▲川% 以上（4 号）. A S % 以上（5 号）減少等の経営の安定

に支障が生じてい一る一中d 一、企塞一者i i 、一信用一保一証協会などによる保証（※）を受ける
ことがで¥ ます。
( ※）二般保証とU 別枠一( 2 . 尽億円) で、4 号1 0 0 % 、互# 8 0 % 保証

4 号保証【地域指定】…3 / 2 3 に4 7 都道府県が指定

5 号保 1  正一【業種指定】ニ・一! とり金業種が指定

◦ 日本政策金融公庫及び沖縄公庫による新型コロナウイルス感染症特別貸付
・信用力や担保に依らず一律金利とし、融資後の3 年間まで0 . 9 % の金利引き下げを実

施。据置期間は最長5 年。

〇商工中金による危機対応融資

・商工組合中央金庫が、新型コロナウイルス感染症による影響を受け業況が悪化した
事業者に対し、危機対応融資による資金繰り支援を実施。

〇マル経融資の金利引下げ( 新型コロナウイルス対策マル経）

- 商工会議所・商工会・都道府県商工会連合会の経営指導員による経営指導を受けた
小規模事業者に対して、日本政策金融公庫等が綴祖惺・無保証人1 融資を行う制度。
〇特別利子補給制度

・日本政策金融公庫等の「新型コロナウイルス感染症特別貸付」、「新型コロナウイルス

対策マル経融資」等もし くは商工中金等による「危機対応融資」により借入を行った中
小企業者等のうち、売上高が急減した事業者などに対して、利子補給を実施。

B 本公庫等の既往債務の借換[ 別添⑫] ※2 次補正措置あり

・日本政策金融公庫等の新型コロナウイルス感染症特別貸付や商工中金等の危機対

応融資について、各機関毎に、既往債務の借換も可能とし、実質無利子化の対象。

小規模企業共済制度の特例緊急経営安定貸付等[ 別添⑬]

・( 独）中小企業基盤整備機構が経営の安定を図るための事業資金を貸付ける制度、
貸付利率の無利子化、据置期間の設定、償還期間の延長などの貸付要件が緩和。

緊急保証制度の適用[ 別添⑤] 経曾セーフティ共済の特例措置[ 別添⑭]

・セーフティネット保1 正とはさらに別枠（2 . 8 億円）で、全国・全業種を対象に1 0 0 %

保証を受けることができます。

セーフティネット保証枠と併せて最大5 . 6 憶円の信用保証別枠の確保が可能

民間金融機関における実貿無利子・無担保融資[ 別添⑥]

・都道府県等による制度融責を活用して、民間金融機関にも実質無利子・無

担保・据置最大5 年・保証料減免の融資を拡大。さらに、信用保証付き既往債

務も制度融資を活用した実質無利子融責に借換可能。

< 対象要件〉セーフティネット保証4 号・5 号・危機関連保証の適用要件と連
動した売上高等の減少を満たせば、保証料補助と利子補給を実施。

- - ? - 2 次補正て利子上限額か引き上げ

セーフティーネット貸付の要件編和[ 別添⑦]

・ー時的に資金繰りに著しい支障を来している等の要件を満たす中小企業者

は、日本政策金融公庫などによる融資を受けることができます。

・取引先の倒産時に、無担保・無保証人で掛金の最高1 0 倍まで借入れできる制度。

D  B  J ・商工中金による危機対応融資[ 別添® ]

- 業況が悪化した事業者に対し、危機対応業務による資金繰り支援を実施。

中小企業向け資本性資金供給・資本増強支援事業[ 別添⑯]

・キャッシュフローが不足するスタートアッブ企業や一時的に財務状況が悪化し企業再

建に取り組む持続可能な企業に対して、民間金融機関や投資家からの円滑な金融支
援を促しつつ、事業の成長・継続を支援

個人向け緊急小口資金等の特例[ 別添® ]

・給付対象者：一時的な資金が必要な方（主に休業された方）が対象

・貸付上限：学校休業、個人事業主等の場台、2 0 万円以内（その他、1 0 万円以内)

・償還期限: 2 年以内 ・貸付利子: 無利子



国土交通省
【新型コロナウイルス対策】建設関連業関係支援策②（二次補正後)

  納税の猶予の特例【国税・地方税】[ 別添⑱】 I

・2 月以降、売上が減少（前年同月比▲2 0 % 以上）したすべての事業者に

ついて、無担保かつ延滞税なしで納税が猶予されます。

・法人税や消費税、固定資産税など、基本的にすべての税が対象。

   欠損金の繰戻し還付[ 別添⑲] !
- 資本金1 億円以下の中小企業は、前年度黒字で今年度赤字の場合、前年

度に納付した法人税の一部通付を受けることができます。

・今般、本制度の適用対象を、資本金1 0 億円以下の中堅企業にも拡大。

i 固定資産税等の軽減[ 別添㉘]

・中小企業・小規樟事業者の税負担を軽減のため、事業者の保有する設備や建物等の

2 一0 U 年度迦固定資産税及び都一布計画税を、一M 樂収入の滅少幅述U 一ご也直た一は1  ど

    ネとします。  ー

! 簡易課税制度の適用に関する特例[ 別添㉑]  J
・影響による被害を受けたことにより、簡易課税制度の適用を受ける（又はやめる）必要

が生じた場合、税務署長の承認を受けることにより・その被害を受けた課税期間から、
簡易課税制度の適用を受ける（又はやめる）ことができますn

※特例として、課税期間の開始後であっても選択が可能。一

< 税制関係特例| こついて〉h t t p s  〃w w w . m o f  e o . i D / t a x  G c l i c W k e i Z d i t d i s a k u . h t i r l

  雇用調整助成金（緊急雇用安定助成金） r — ―- t

   [ 別添㉒- 1 ] < 詳細は[ 別添㉒- 2 ] ) L J E Z L J
・経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、労働一者に射

して一時的に休業、教育訓練又は出向を行い、一労働者の屋用一維持を盟ユた揚
合に、休業手当等の一部を助成するもの。今般、助成一¢ | 容: 対象が大幅に緩和。

・助成内容・対象

> 休業手当に対する助成率を引き上げ（中小企業4 / 5 、大企業2 / 3 )

> 解雇等行わない場合、助成率の上乗せP 3 小企業1 0 / 1 0 > | 大企業3 / 4 )
  > 雇用保険被保険者でない労働者の休業も対象 など

・受給要件

，支給限度日数は通常1 年間で1 0 0 日までであるが、緊急対応期間（4 / 1 ~
9 / 3 0 ) | は、年間支給限度日数とは別に本助成金が利用可能
> 生産指標の要件を緩和

> 事業所設置後1 年未満も対象など

嘲す：: < で？? ' 補正ボ, 充内容

- 上限辞か1 人I ビ| 当たり1 万5 0 0 0 円すて拡充、出同期間の条件か榜和

' 上記赤枠部| ，m 眉等を行わない中小企業の助成率の拡充、対応期間延長'

※学生アルバイトなど、雇用保険被保険者以外の方に対する休業手当も、「緊
急雇用安定助成金」の支給対象となります、詳細は下記参照ください。

< 雇用調整助成金について>  り山2 > ノノッ\ 肌⑴1 ホ心1 〇也/ リ1 / 一p r e G s M O l 2 0 2 0 0 5 0 6 1 0 3 0  0 0 0 0 4  h t i n l

小学校休業等対応助成金[ 別添㉓1 ]

・小学校等の臨時休業等に伴い、その小学校等に通う子どもの世話が必要な、

  ① 労働者( 保護者）に対し、一有給( 置金金額支給) 一の体暇を取得させた事業主に助成
  ② 委託を受けて個人で仕事をする方（保護者）に対し、就業できなかった日について支援

の2 種類あり。

・給付額

  ① 【事業主向け】

有給休暇を取得した対象労働者に支払った賃金相当額X 1 0 / 1 0

※玄從£ 眼は1 日あi り8 , 3 3 0 円（令和2 年4 月1 日以降取得の休暇分は1 5 , 0 0 0 円）
  ② 【個人向け】

就業できなかった日について、_ 1 旦あ一たり一4 , 1 9 一0 1 5 定額
※令和2 年4 月1 日以降の日については. I B f e b り7 . 5 0 0 円定額
・給付対象者

  ① 【事業主向け】子ども（※）の世話を保護者として行う必要となった労働者に対し、労基法

  上の年次有給休暇とは別途、有給休暇を取得させた事業主 ー ー _
  ② 【個人向け】子ども（※）の世話を行う必要となった保護一< T k ーー定の要一件二個一人で就業予
定一、一業務委託契約等に基づき報酬が支払われている）を満た丈方
( ※）A : 臨時休業等した小学校等に通う子ども

感染などにより休む必要がある子ども

< 小学校休業等対応助成金| こついて> h n D S : / / w w w  m h l w . g o  i D / c o m e m / 1 0 9 0 0 0 0 0 / 0 0 0 6 2 5 6 8 3  t x l f



【新型コロナウイルス対策】建設関連業関係支援策③（二次補正後)
国土交通省

給付金関係

  家賃支援給付金（仮称）の創設[ 別添㉕] [ 2 一新規！持続化給付金[ 別添㉞- 1 ]
( 詳細は、中小法人等向け[ 別添㉔_ 2 】・個人事業者等向けI 別添㉔- 3 ] )

・特に大きな影響を受けている事業者に対して、事業の継続を支え、再起の糧となる、

事業全般に広 く使える給付金を支給。

・給付額

・法人は? ^ 万巴J 固人事業者等は1 一〇一Q 万円（昨年・! 年間の売上からの減少分を上限)

・給付対象者

・新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が全年同月比で以上減少

  ; < 計算方法> !
：前年の総売上（事業收入）一（前年同月比▲5 0 % 月の売上X 1 2 か月）i

・事業収入を得ている中堅企業、中小一企業、1 規模事業者一^ ? リニ! ランスを含む個人一事

業者等、その他各種法人等

< 持続化給付金について〉h t t D S : / / w w w  m e t !  g o . i p / c o v i d  1 9 / i i z o  k  i j  k  a  -  k  y  u  f  u  k  i  n .  h  m i  I

  新型コロナウイルス感染症対応 p E F i '
  休業支援金特別定額給好金（仮称) 1 ，新現l j

- 新型コロナウイルス感染症等の影響により事業主が休業させ、休業期間中に休業手

当を受けることができなかった被保険者に対し、新型コロナウイルス感染症対応休業支

援金を支給する事業を実施。

・給付額

中小企業の被保険者に対し休業前賃金の8 0 % ( 月額上限3 3 万円）を休業実績に応じて

支給

なお、本姑付t 等1 : 係る雇用保険法の臨時特例等に関する法律某が成立した

・' 二ろではあ1 1 ますZ ) ' , 詳細な内容はまた公表されておりませんのて、

ナ. 日更新ごれましたりこ’革内いたします

, 五I . ついては、下記参照くたさい

h  t i p s  7 / w w w . n i  h i  w . e o . i p / c o n t e n t / O O O 6 3 7 6 7 0 . p d f

・5 月の緊急事熊宣言の延長革により. 売上の急減に直面する事業者の事業継

続を下支えするため、地代・家重( 置料）の負担を軽滅することを目的として、テ

七止皇塞者に対して_ 「家賈支援給付金」を支給。

・給付対象者

・テナント專業者のうち、中堅企業、中小企業、小規模事業者、個人事業者等で

あって、且において以下のいずれかに該当する者
いずれか1 か月の売上高が前年問月比で5 0 % 以上減少

②連続する3 か月の売上高が前年同期比で3 0 % 以上減少

・給付額・給付率

・申請時の直近の支払賃料（月額）に基づいて算出される給付額（月額) を基に、

6 力月分の給付額に相当する額を支給。

一法人は最大即り万B J t 人皇業者一は一最幻Q 0 万円

  < 法人事業塞：1 力月あたり月額〉 < 個人事業者: 1 力月あたり月額〉

  く特別家賃支援給付金について〉h t t p s  / / w w w f p / c 〇v i d .  1 9 / p d f / p a m p h l e t . p d f

特別定額給付金[ 別添⑳]

・給付額

- 給付対象者1 人につき1 0 万円

・給付対象者

- 基準日（令和2 年4 月2 フ日）において住民基本台帳に記録されている者
※収入による条件はありません。
< 特別定額給付金| こついて〉h n o s : 〃w w w  k v u f u k i p . リ〇L i m u . e d . i p



【新型コロナウイルス対策】建設関連業関係支援策④（二次補正後)
国土交通省

  生産性革革命推進事業による r — ―1

事業再開支援パッケージ[ 別添㉗] し
・「通常枠」に加え、新型? ーロt の影響を乗り越えるために前向きな投資を行う事業者を対象一^
「特別枠」を設け、事業再開を強力に後押しするため、「事業再開支援バッ；ージ」として業種別
ガイドライ_ ン等に基づい了行う一取組，の支援を拡充。

補助上限・補助率 通常枠 特別枠( 類型A ) 特別枠( 類型B 又はC )

持続化補助金

( 販路開拓等）

5 0 万円・2 / 3 1 0 0  万円・2 / 3 1 0 0 万円

【事業再開枠】5 0 万円・定額（1 0 / 1 0 ) ※

ものづくり補助金
( 設備導入）

1 , 0 0 0 万円-

1 / 2 ( 小規模2 / 3 )

1 , 0 0 0 万円・2 / 3 1 , 0 0 0 万円・3 / 4

[ 稟業再間枠1 5 0 万円・定額（1 0 / 1 0 )

I T 導入補助金

G T 導入）
4 5 0 万円・1 / 2 4 5 0  万円・2 / 3 4 5 0 万円・5 Z 4

※事業再開枠の補助額は、総補助額の2 分の1 以下であること

' 【事業再開の枠の対象】
* 業種別ガイドライン等に基づぐ以下の感染防止対策

. ・消毒、マスク、清掃

S  ・飛沫防止対策( アクリル板・透明ビニルシート等）

i ・換気設備

1 ・その他衛生管理( クリーニング、使い捨てアメニティ用

1 品、サーモカメラ、キーレスシステム等）

1 ・掲示・アナウンス( 従業員・顧客に感染防止を呼びか
* けるもの）

【特別枠の申請要件】

補助経費の1 / 6 以上が、下記のいずれかに合致
する取組であること

類型A : サプライチェーンの毀損への対応

( 例）部品調達困難による部品内製化

頼型B : 非対面型ビジネスモデルへの転換

( 例）自動精算機、キャッシュレス決済導入

類型C : テレワーク環埴の整備

( 例）W E B 会議システム等の導入

< 中小機構・生産性革命推進事業ポータルサイト〉h U u s  〃，: e i s a n s e i . s m r |  g o  i u /

厚生年金保険料等の猶予制度[ 別添㉘]

・厚生年金保険料等を一時に納付することにより、事業の継続等を困難にするおそれがあるな

どの一定の一要件」三該i t る上き一は上価迦葭i 又比謝姐猶一予一が認められ一る揚一合があります。

ン猶予された金額を猶予期間中に各月に分割して納付することになります。

> 財産の差押えや換価（売却等現金化）が猶予されます。

ン猶予期間中の延滞金が一部免除されます。

- また、国民健康保険、後期高齢者医療制度及び介護保険の保険料一£ 税) 一について、特別な理

由がある者については、条例等の定めるところにより、保険者の判断で、徴收猶予一を行うことが
可- 能。

働き方改革推進支援助成金[ 別添㉙]

・新たにテレワークを導入した中小企業事業主等に対して、テレワーク

用通信機器の導入等に係る経費について助成。

中小企業強靭化対策事業[ 別添㉚]

・中小・小規模事業者に対して、感染症対策を始めとする自然災害等への

事前対策に係る「事業継続力強化計画7 を含むB C P の策定を支援。
> ・新型コロナウイルス感染; S を含む自然災害等へ備えるための「事業継
続力強化計画」の策定を支援

> 認定を受けた事業者は、税制優遇や金融支援などを受けることが可能
< 事業継続力強化計画について〉

l i t t p s . Z / w w w . c h u s h o  r n e t i . f i o  i q / k e i e i / a n t e i / b o u s a i / k e i z o k u r Y i A い h t r n

  固定資産税の特例の拡充・延長[ 別添㉞] 、
・中小企業・小規模事業者が新たに投資した股備については、自治体

の定める条例に沿って、投資後3 年間固定資産税が減免一( ※) されま
すが、本特例盗適用M 象に、一事塞> 家屋一と構築物i 追加するとともに一、
2 0 2 1 年3 月末までとなってい志適用期限が2 年間延長。
※通常、評価額の1 . 4 % のとこ€ 、投資後3 年間、口~ 1 / 2 軽減
( 軽減率は、各自治体によって異なります）

| 中小企業経営強化税制の拡充、運用の弾力化[ 別添㉜] 」
・新型コロナの拡大により顕在化した社会的課題に対応する非対面・非

接触ビジネスを促進するため、中小企業経営強化税制に新たな類型を
追加。

・事業プロセスの①遠隔操作、②可視化、③自動制御化を可能とする設

備投責1 ジ! し一、即時一供却一または税盛控除を認める。
※本持例一用! 一こ」ま、経営力向上計画の認定を受ける必要
・また、設備取得ら経営力向上計画の申請（受理）までの& 間が6 0 日
を超過する場合であっても・令和2 年9 月3 0 日i での期間| 去申請を受理
することします。

< 経営力向上I 十画について〉h u p )  / / w w w . c h u s h o . m e t i  e o . i p / k e i e i / k v c A a /

  I  一賴醐一g 魅翻I  [ 那ー ー1
小企業は、3 0 万円未満のテレワーク用設備（パソコンやソフトウェア）

について、全額損金算入することが可能。

参考・支援策パンフレット（中小企業庁）（全体版）h t t D s : / / w w w . m e t i . g o . j p / c o v i c h l 9 / o d f / D a m D h l e t . D d f
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